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令和 7年度 2月補正予算案について

一 補正予算の概要

今回の補正予算は、「『強い経済』を実現する総合経済対策」を実施するための国の令和 7 年度補正予算

に係る公共事業関係費、国庫補助事業費及び物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金等を活用した県単独

事業の実施に要する経費について、それぞれ所要の予算措置を講ずることとした。

また、今冬の豪雪への対応として、県管理道路の除排雪に要する経費、圏域を超えた除排雪資機材等のマ

ッチング支援に要する経費、市町村管理道路の緊急的な除排雪支援に要する経費について、それぞれ所要の

予算措置を講ずることとした。

二 一般会計予算の規模

⑴ 令和 7 年度現計予算額 754,531,192 千円

⑵ 今回の補正予算額（補正第 5 号） 39,172,449 千円

⑶ 令和 7 年度予算累計額 793,703,641 千円

⑷ 令和 6 年度同期予算額 751,482,323 千円

⑶
⑸ 対前年度同期比 ×100 105.6 ％

⑷

三 一般会計補正予算の歳入

今回の補正予算の主なる財源としては、歳出との関連において、国庫支出金240億297万 3 千円及び県債79

億9,900万円を計上したほか、普通交付税64億5,051万円 6 千円を計上した。

四 一般会計補正予算の歳出

今回の補正予算に計上した歳出の主なものは、次のとおりである。



１　「強い経済」を実現する総合経済対策関連事業 千円

（１）　公共事業関係 5,544,275 千円

（２）　国庫補助事業 17,752,721 千円

（３）　県単独事業 13,718,563 千円

２　除排雪関連経費 2,156,890 千円

１　「強い経済」を実現する総合経済対策関連事業

（１）公共事業関係

○ 一般公共事業 4,173,655 千円

○ 農林水産部（治山・農村整備・漁港等） 4,108,789 千円 農

○ 県土整備部（道路・河川・港湾等） 64,866 千円 土

○ 国直轄事業負担金 1,370,620 千円

○ 農林水産部（農村整備） 214,276 千円 農

○ 県土整備部（道路・河川・港湾） 1,156,344 千円 土

○ 債務負担行為分（一般公共事業） （債務負担行為設定額　210,000 千円）

○ 県土整備部（道路） 210,000 千円 土

（２）国庫補助事業

＜主なもの＞

○ 連携・協働による所得向上・労働力確保推進事業 36,988 千円 政

【外国人受入環境整備費補助】 10,000 千円

○ あおもりＳＤＧｓ取組拡大推進事業 1,571 千円 政

○ 産業ＤＸ推進事業 57,564 千円 政

○ 保育士修学資金等貸付事業費補助 71,349 千円 こ

【保育士修学資金貸付事業費補助】 58,117 千円

県→　県社会福祉協議会（補助率：9/10（国9/10））※

【潜在保育士の再就職支援貸付事業費補助】 9,247 千円

県→　県社会福祉協議会（補助率：9/10（国9/10））※

【未就学児をもつ保育士の子どもの預かり支援貸付事業費補助】 3,985 千円

県→　県社会福祉協議会（補助率：9/10（国9/10））※

※このほか、令和８年度当初予算において1/10分を計上

　産業分野のＤＸを推進するため、総合窓口の運営、新ビジネスや新規顧客獲得に向けた取
組への支援、ＤＸの普及啓発、人材確保・育成のための研修や交流会等を行う。

　 令和7年度2月補正予算案の主要事業

37,015,559

　所得向上・労働力確保対策を県全体で推進するため、市町村、関係団体、金融機関等との
連携・協働により、各主体の機運醸成や取組拡大を図るとともに、スポットワークの活用促
進や外国人材雇用サポートデスクの運営等に取り組む。

　県→　市町村等（補助率：1/2、上限：500千円）
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新 ○ 新生児マススクリーニング検査実証事業 40,666 千円 こ

○ 高校生の県内定着促進事業 39,428 千円 こ

○ 学生の県内定着促進事業 36,202 千円 こ

○ 求職者・潜在的労働力の就労支援事業 18,023 千円 こ

○ プロフェッショナル人材誘致促進事業 24,265 千円 こ

○ 若年女性の県内定着・還流促進事業 20,270 千円 こ

○ 中高年就職支援事業 8,255 千円 こ

○ 官民連携による関係人口の創出・拡大事業 4,849 千円 こ

○ あおもり移住支援事業 3,704 千円 こ

新 ○ 若者の採用促進事業 31,007 千円 こ

【オフィス環境改革促進事業費補助】 10,000 千円

県→　若者のニーズに対応し、働きやすい環境づくりに取り組む県内企業

補助率：1/2、上限：1,000千円

○ 地域連携による交通ネットワーク確保・維持事業 34,297 千円 交

○ 地域公共交通人財確保推進事業 17,250 千円 交

○ 航路で結ぶ津軽・下北半島交流促進事業 19,123 千円 交

○ ローカル鉄道の活路開拓事業 12,181 千円 交

　県民の移動手段を確保するために、バス路線の再編等の技術的支援を実施するとともに、
地域の交通資源を活用して交通が不便な地域・時間帯における移動手段を確保するアオモリ
モビリティシェアの推進に取り組む。

　地域公共交通の維持及び安定運行のための人材を確保するため、交通事業者の採用活動等
を支援する。

県→　交通事業者（補助率：1/2、上限：750千円）

県→　県バス協会、県タクシー協会等（補助率：1/2、上限：1,500千円）

　国における調査研究と連携し、モデル的に２疾患（ＳＣＩＤ、ＳＭＡ）を対象とするマス
スクリーニング検査を実施する。

　高校生の県内定着を促進するため、地域産業に対する理解を深めるＰＲイベントを実施す
るとともに、キャリアサポートスタッフ向けの企業説明会や保護者向け懇談会の開催によ
り、企業と高校の相互理解の促進を図る。

　学生の県内定着を促進するため、県内での仕事と生活の魅力を情報発信するほか、学生
ニーズを踏まえた企業ＰＲや、産学官による専攻別の交流会等を実施する。

　若年女性の県内定着・還流を促進するため、女性が活躍する企業見学バスツアーや女子学
生と若手女性社員との交流会、女子学生の採用促進を図る企業向けセミナーを開催するとと
もに、首都圏における交流会を開催する。

　本県と継続的に関わる県外在住者の増加を図るため、東京圏所在の本県ゆかりの店舗等と
連携した情報発信や交流機会の創出に取り組む。

　若者の採用を促進するため、県内企業のデジタルメディア（ＳＮＳ）を活用した採用広報
の強化と職場環境の向上に取り組む。

　本県ローカル鉄道ネットワークの維持・存続を図るため、事業者の連携に向けた会議を開
催するとともに、国内外への情報発信等を行う。
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新 ○ Ｊリーグクラブキャンプ誘致受入基盤強化事業 23,779 千円 交

新 ○ 文化・スポーツ体験拡大サブスク事業 37,580 千円 交

新 ○ プロスポーツこどもＤＡＹ・情報発信事業 9,698 千円 交

新 ○ 文化芸術体験型アウトリーチ活動事業 6,143 千円 交

○ 白神山地ビジターセンター改修対策事業 257,942 千円 環

　　（債務負担行為設定額　117,231 千円）

新 ○ ツキノワグマ管理等対策事業 106,621 千円 環

【クマ類捕獲等対策事業費補助】 56,601 千円

県→　市町村（補助率：3/4（国1/2、県1/4）等）

新 ○ フュージョンエネルギー地域未来創造事業 17,865 千円 環

○ 脱炭素に向けた地域共生型エネルギー活用推進事業 11,439 千円 環

新 ○ 災害時等歯科保健医療提供体制整備事業費補助 38,028 千円 健

○ 介護福祉士修学資金等貸付事業費補助 55,004 千円 健

※このほか、令和８年度当初予算において1/10分を計上

新 ○ 訪問介護等サービス提供体制確保事業費補助 55,700 千円 健

　ツキノワグマによる被害の防止を図るため、生息動態調査、市町村による出没防止・捕獲
等対策の支援、ガバメントハンターの配置及び技術向上研修の開催等により狩猟者の確保・
育成及び有害鳥獣捕獲体制を強化する。

　青森県におけるフュージョンエネルギー関連技術に係るイノベーション拠点形成に向け、
大学との共同研究、関係機関による会議体での検討及び拠点形成に向けた国や企業への誘致
活動等を行う。

　災害時における歯科保健医療活動の実施に必要な機器等の整備を支援する。

県→　県歯科医師会（補助率：定額（国10/10））

　訪問介護等のサービス提供体制を確保するため、人材確保体制の構築や経営改善の取組を
支援する。

県→　訪問介護等事業所（補助率：10/10（国3/4、県1/4又は国2/3、県1/3））

　本県でトレーニングキャンプを行うＪリーグクラブの練習環境を改善するとともに、県内
の競技場の芝管理技術の向上を図るため、新青森県総合運動公園陸上競技場及び球技場に常
駐の芝管理者の配置や県外専門業者によるスポット整備を行う。

　県民のスポーツ観戦及び文化芸術体験機会の増加を図るため、有料の県内スポーツ観戦及
び文化芸術イベントを定額料金で利用可能なシステムの構築に向けた検討及び開発を行う。

　県民のプロスポーツ観戦に対する関心の向上を図るため、プロスポーツをこどもが無料体
験できる機会の創出及び県内インフルエンサーによる魅力発信等の情報発信を行う。

　県民の文化芸術に対する関心の向上と県内アーティストの発表機会の増加を図るため、学
校等における文化芸術分野の体験型ワークショップを開催する。

　白神山地ビジターセンター入口のウォークデッキの全面改修及び空調設備の改修を行う。

県→　県社会福祉協議会（補助率：9/10（国9/10））※
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○ 外国人介護人材獲得強化事業費補助 17,500 千円 健

新 ○ 小規模介護事業者等職場環境改善事業費補助 12,000 千円 健

新 ○ 介護事業所経営改善支援事業費補助 3,353 千円 健

新 ○ ケアプランデータ連携システム導入支援事業費補助 34,000 千円 健

新 ○ 医療分野における賃上げ・物価上昇に対する支援事業 643,405 千円 健

新 ○ 介護分野の職員の賃上げ・職場環境改善支援事業 2,421,838 千円 健

【介護分野の職員の賃上げ・職場環境改善支援事業費補助】 2,417,893 千円

新 ○ 介護事業所等に対するサービス継続支援事業 540,324 千円 健

【介護事業所等に対するサービス継続支援事業費補助】 499,990 千円

新 ○ 障がい福祉従事者処遇改善緊急支援事業 660,024 千円 健

【障がい福祉従事者処遇改善緊急支援事業費補助】 655,000 千円

○ 商品突破力強化支援事業 35,670 千円 経

○ 中小企業等グリーントランスフォーメーション（ＧＸ）推進事業 26,809 千円 経

　居宅介護支援事業所と介護サービス事業所間のケアプラン共有に係るデータ連携システム
の導入を促進する取組を支援する。

県→　市町村（補助率：10/10（国9/10、県1/10））

　医療分野における従事者の処遇改善及び経営改善を図るため、医療機関等が行う賃上げや
物価上昇に対応する取組を支援する。

　介護分野における従事者の処遇改善を図るため、介護事業所等が行う賃上げや職場環境改
善の取組を支援する。

県→　介護事業所等（補助率：10/10（国10/10））

　外国人介護人材の確保のため、介護事業所等が行う海外現地における採用活動等の取組を
支援する。

県→　介護事業所等（補助率：10/10（国2/3、県1/3））

　小規模事業者を含む事業者グループが協働して行う職場環境改善の取組を支援する。

県→　介護事業者（補助率：4/5（国16/25、県4/25））

　介護事業者が独立行政法人福祉医療機構の提供する経営診断を受けるための経費を支援す
る。

県→　介護事業者（補助率：4/5（国16/25、県4/25））

　介護事業所等におけるサービス提供に必要な設備等に対する支援や、食事サービスの提供
に必要となる食料費に対する支援を行う。

県→　介護事業所等（補助率：10/10（設備等：国3/4、県1/4、食料費：国10/10））

　障がい福祉分野における従事者の処遇改善を図るため、障がい福祉サービス事業所等が行
う賃上げの取組を支援する。

県→　障がい福祉サービス事業所等（補助率：10/10（国10/10））
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新 ○ 金融機関連携型100億企業創出促進事業 21,379 千円 経

【金融機関連携型成長戦略策定・推進事業費補助】 20,000 千円

○ 成長産業対応型誘致促進事業 10,985 千円 経

新 ○ ＧＸ関連産業誘致促進事業 51,107 千円 経

○ あおもり起業支援事業 22,220 千円 経

県→　(公財)21あおもり産業総合支援センター

　　　　　　　　（→　県内に居住する40歳未満の若者・女性及びＵＩＪターン創業者）

補助率：1/2（国1/4、県1/4）、上限：2,000千円

新 ○ 青森Ｍ＆Ａ新時代推進事業 4,048 千円 経

新 ○ あおもりスタートアップ・アクセラレーション事業 88,945 千円 経

【スタートアップ支援事業費補助】 23,779 千円

県→　県内で創業する者、創業して10年以内の者

補助率：2/3、上限：①創業枠3,000千円、②事業拡大枠5,000千円

○ オープン・イノベーション創出事業 16,774 千円 経

○ アグリ関連サプライチェーン構築事業 50,486 千円 経

新 ○ Ｗｅｌｌ－ｂｅｉｎｇ領域への新規参入支援事業 14,433 千円 経

【ＣＯＩ－ＮＥＸＴビジネス化支援事業費補助】 4,000 千円

新 ○ Ｗｅｌｌ－ｂｅｉｎｇ領域での地域資源活用ビジネスの創出支援事業 7,133 千円 経

　県内中核的企業の規模拡大と賃上げ促進のため、金融機関と連携して経営計画を策定・実
行する際のコンサルティング導入支援を行うとともに、金融機関との連携によるチーム支援
を行う。

県→　企業（補助率：1/2、上限：1,000千円）

　市場拡大や新たな設備投資が期待されるＧＸ関連産業について、国内外からの企業誘致を
促進するため、関連企業の誘致に向けたアドバイザーを配置するとともに、台湾において立
地環境プロモーション等を実施する。

　人材の定着・還流促進による地域課題の解決を図るため、若者・女性及び県外からの移住
者の起業を支援する。

　県内中小企業の経営統合による生産性向上と実質賃金の上昇を図るため、Ｍ＆Ａの実施状
況や今後の取組意向などの実態を調査するほか、県内経営者を対象としたセミナー等を実施
する。

　本県の経済成長と社会課題の解決を加速させるため、全国規模のスタートアップイベント
と連携したイベント開催や、県内地域課題解決のための全国スタートアップによる実証を行
うとともに、スタートアップ創出に向けた事業拡大のための支援を行う。

　Ｗｅｌｌ－ｂｅｉｎｇ領域でのビジネス化を促進するため、県内企業等で構成する組織を
設立するとともに、ビジネス化に向けた情報発信や、弘前大学ＣＯＩ－ＮＥＸＴ参画企業と
のマッチングを支援する。

県→　企業（補助率：1/2、上限：2,000千円）

　本県の地域資源や弘前大学ＣＯＩ－ＮＥＸＴの研究成果を活用した、ウェルネスツーリズ
ムのモデルコースの検討を行うとともに、県内食資源を活用した健康志向食品開発、販路開
拓を支援する。
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○ ＤＸによる青森ファン関係強化推進事業 39,394 千円 観

新 ○ 観光産業チャレンジサポート事業 37,820 千円 観

【観光産業チャレンジサポート事業費補助】 24,000 千円

県→　観光事業者等（補助率：1/2、上限：2,000千円）

○ 長距離自然歩道整備事業費補助 3,850 千円 観

○ 国立公園整備事業 18,750 千円 観

新 ○ 冬季国内誘客対策推進事業 56,275 千円 観

○ 豪州誘客対策事業 3,250 千円 観

○ シンガポール誘客対策事業 4,076 千円 観

○ 欧米誘客対策事業 12,876 千円 観

○ 世界とつながるクルーズ船寄港促進事業 24,202 千円 観

土

○ あおもり米宣伝販売対策事業 24,000 千円 観

新 ○ 「食の宝庫あおもり」販路開拓・認知度向上推進事業 123,594 千円 観

農

○ グローバルマーケットシェア獲得事業 32,016 千円 観

新 ○ 青森県美スマートミュージアム化推進事業 48,729 千円 観

○ あおもり「農業ＤＸ」推進事業 10,616 千円 農

　持続可能な観光の確立や観光消費額の拡大など観光戦略に掲げる目標達成に向けてチャレ
ンジする観光事業者等への支援に取り組むとともに、宿泊事業者の収益力向上や冬季観光振
興に向けた調査等を実施する。

　冬季の観光需要確保に向け、宿泊施設の魅力を活かした特別プランの造成・販売等により
新たな需要を創出するとともに、冬の青函周遊観光の更なる促進や、県内観光事業者と連携
して実施する県民向け宿泊キャンペーンのプロモーション等を行う。

　クルーズ船の更なる寄港促進を図るため、クルーズ船の誘致活動と受入体制の強化に取り
組むとともに、ファムツアーや富裕層対応通訳ガイドの養成を行う。

　県産品の更なる販路開拓と認知度向上を図るため、首都圏等における新たなマッチングや
セールスに取り組むとともに、有名レストランとのタイアップやメディア展開による青森の
「食」の効果的な情報発信を行う。

　対象国・地域に応じてパートナーと連携した販路開拓・拡大の取組を実施するほか、有望
市場であるベトナムなど東南アジアでのプロモーション、香港等のバイヤーの招請等を行
う。

　来館者の利便性や満足度の向上を図るため、ロボット・アバターによる館内案内の実現に
向けた調査・実証試験や電子チケットシステムの導入等により館内業務のＤＸ化を進めると
ともに、キッズコーナーやワークショップルームエリアを整備する。

　青森県公式ファンコミュニティ「青森びいき」の運用により、多様化するニーズに対応す
る情報発信、会員一人ひとりのニーズに基づくマーケティングを推進するとともに、県外居
住会員等の本県への来訪を促進する。

　本県に適した農業ＤＸを実現していくため、生産者や研究機関、民間企業等からなるコン
ソーシアムを組織してデジタル技術の実証を進めるとともに、農業デジタル人材の確保・育
成や品目別スマート農業技術の情報発信に取り組む。
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新 ○ 新基本計画実装・農業構造転換支援事業費補助 494,885 千円 農

県→　市町村（→　農業者の組織する団体等）（補助率：1/2（国1/2））

新 ○ 卸売市場緊急整備事業費補助 283,500 千円 農

県→　卸売市場開設者等（補助率：4/10（国4/10）、1/3（国1/3））

○ あおもり農林水産物の物流効率化推進事業 20,192 千円 農

【あおもり農林水産物の物流効率化推進事業費補助】 20,000 千円

○ ニーズ対応型加工体制強化事業 14,045 千円 農

新 ○ 食品加工開発チャレンジ支援事業 15,705 千円 農

【食品加工開発チャレンジ支援事業費補助】 7,000 千円

県→　食料品製造業者

○ 農業労働力確保促進事業 28,423 千円 農

【県外人材雇用受入環境整備支援事業費補助】 9,000 千円

○ 農業グローバル人財育成システム確立支援事業 24,492 千円 農

新 ○ 担い手確保・経営強化支援事業費補助 158,500 千円 農

県→　市町村（→　認定農業者等）（補助率：1/2（国1/2）、3/10（国3/10））

○ あおもり農泊推進事業 1,942 千円 農

○ 衛星ナビ高品質米安定生産事業 16,903 千円 農

新 ○ 猛暑に打ち勝つ水稲栽培緊急対策事業 73,488 千円 農

【水稲高温耐性検定施設整備事業費補助】 64,460 千円

県→　(地独)青森県産業技術センター（補助率：定額）

補助率：定額、上限：１件当たり重点テーマ1,000千円、重点テーマ以外500千円

県→　認定農業者等（補助率：1/3、上限：1,500千円）

　本県農業をけん引する新たなリーダーを育成するため、法人経営や輸出戦略など利益追求
につながる実践的な経営力向上研修を実施するとともに、農業のグローバル化に対応するた
め、若手農業者や農業を学ぶ学生等を対象とした提案型海外研修を実施する。

　地域計画が策定されている地域において、経営構造の転換や農業経営の発展を図る担い手
に対し、農業用機械等の導入を支援する。

　新たな「食料・農業・農村基本計画」に基づく、生産性や収益力向上等の農業の構造転換
の実現に向け、地域農業を支える老朽化した共同利用施設の再編集約・合理化に取り組む産
地を支援する。

　産地の出荷体制の高度化・効率化に対応した農産品等のサプライチェーン全体の物流効率
化等を促進するため、卸売市場の合理化のための施設整備等を支援する。

県→　農協・卸売業者等（補助率：1/2、上限：機器等2,000千円、施設5,000千円）

　全国的に通用する県産加工食品の創出に向けた仕組みづくりを推進するため、食料品製造
業者が行う新たな加工食品の開発を支援するとともに、大手メディアと連携した商品プロ
モーションを実証する。

　稲作における夏季の高温対策を強化するため、農業者と連携した高温対策技術の実証や革
新的な施肥技術の開発等に取り組むとともに、(地独)青森県産業技術センター農林総合研究
所が行う高温耐性品種の早期育成に必要な検定施設の整備を支援する。
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○ 青森ブランド野菜所得向上対策事業 14,805 千円 農

○ ながいも種苗冷蔵施設整備事業 229,005 千円 農

【ながいも種苗冷蔵施設整備事業費補助】 229,005 千円

県→　(地独)青森県産業技術センター（補助率：定額）

新 ○ りんご生産力強化緊急対策事業 31,650 千円 農

【りんご高密植専用苗木増産事業費補助】 7,650 千円

県→　苗木業者等（補助率：1/2、上限：255円/本）

新 ○ りんごマルバ園等高品質・省力化推進事業 29,000 千円 農

【りんごマルバ園等整列樹形化支援事業費補助】 8,500 千円

県→　(公社)県青果物価格安定基金協会（→　農業者等）

補助率：定額（苗木１本当たり5,000円）、上限：450千円

【りんごマルバ園等整列樹形化機械導入支援事業費補助】 12,500 千円

県→　営農集団（補助率：1/3、上限：2,500千円）

【りんご高品質省力化生産指導事業費補助】 5,000 千円

県→　(公財)青森県りんご協会（補助率：1/3、1/2、上限：5,000千円）

○ 台湾向け輸出りんごリスク低減対策事業 2,640 千円 農

○ りんご関連企業の生産参入支援事業費補助 4,800 千円 農

県→　加工事業者等（補助率：1/3、上限：1,200千円）

新 ○ 合板・製材・集成材国際競争力強化・花粉削減総合対策事業費補助 236,494 千円 農

県→　森林組合等（補助率：1/2（国1/2）)

新 ○ 森林資源デジタル管理推進対策事業 39,500 千円 農

○ 松くい虫被害対策関連事業 111,810 千円 農

○ ナラ枯れ被害対策関連事業 25,554 千円 農

新 【森林病害虫防除事業費補助】 4,011 千円

県→　市町村（補助率：3/4（国1/2、県1/4））

　本県りんご栽培面積の大部分を占めるマルバ園等における高品質安定生産・省力化栽培の
推進を図るため、省力的な園地構造への転換に向けた取組や(公財)青森県りんご協会が行う
生産指導等の強化に対して支援する。

　原木の低コストかつ安定的な供給や花粉の少ない森林への転換促進のため、高性能林業機
械の導入等を支援する。

　ながいも・にんにくをはじめとした県産ブランド野菜生産者の所得向上を図るため、労働
力不足に対応した省力技術や新品種の早期導入に向けた高品質安定生産技術の開発等に取り
組む。

　ながいもの高品質・多収生産に向けて、種苗増殖方法を「むかご方式」から「切いも方
式」に転換するため、原原種の生産拠点である(地独)青森県産業技術センター野菜研究所が
行うながいも種苗冷蔵施設の整備を支援する。

　県産りんごの生産力強化を図るため、高密植栽培に係る専用苗木の生産体制強化や新品種
の早期開発、衛星とＡＩを活用した生産面積調査の実証等に取り組む。

　災害対策や森林経営等に必要な正確な森林情報と地形情報データを取得するため、既存の
航空レーザ計測成果を活用した森林資源解析を実施する。
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○ 環境変化に対応した「つくり育てる漁業」創出事業 23,411 千円 農

新 ○ 漁村地域の活力向上事業 3,300 千円 農

【漁村地域の活力向上事業費補助】 3,000 千円

県→　漁業者、漁業者が組織する団体等

補助率：1/2、上限：個人500千円、団体1,000千円

○ 海面養殖サーモン一大産地化プロジェクト事業 12,913 千円 農

○ 陸奥湾ホタテガイ変革コミット事業 49,079 千円 農

新 ○ ホタテガイ等環境変動対応養殖生産体制導入事業費補助 150,000 千円 農

県→　漁協等（補助率：定額（国10/10））

○ りんごイノベーションセンター（仮称）施設整備事業 1,749,607 千円 農

　　（債務負担行為設定額　3,313,396 千円）

【りんご研究所施設整備事業費補助】 1,749,607 千円

県→　(地独)青森県産業技術センター（補助率：定額）

新 ○ 青森港新中央埠頭利活用推進事業 31,886 千円 土

新 ○ 避難生活環境確保等事業 120,000 千円 危

新 ○ 校内ネットワーク再構築事業 78,597 千円 教

新 ○ 県立高等学校ＤＸ加速化推進事業 57,000 千円 教

○ 生成ＡＩ利活用モデル事業 2,217 千円 教

　青森ベイエリアの活性化を図るため、青森港新中央埠頭東側未利用地区の分譲開発に向け
た専門的検討、関係者の合意形成及び誘致活動等を行う。

　指定避難所の生活環境の改善に必要な資機材等を整備する。

　県立学校における校内ネットワークの通信環境を改善するため、機器の構成や設定を変更
する。

　県立高等学校においてＩＣＴを活用した文理横断的・探究的な学びを強化するために必要
な環境整備を行う。

　学校現場における生成ＡＩの利活用のため、国の指定を受けた生成ＡＩパイロット校にお
いて、課題の検証や事例の創出・普及等を行う。

　環境変化に強い漁業を創出し、漁業者の所得向上を図るため、魚類や海藻類の増養殖技術
の実証を行うとともに、陸上養殖用マツカワ種苗の安定生産に向けた体制づくり、サケ回帰
率向上に向けた種苗生産の検証に取り組む。

　陸奥湾ホタテガイ養殖業の生産高度化と経営力強化を図るため、陸奥湾ホタテガイ総合戦
略・総合対策に基づき、採苗不振や高水温に対応した生産技術の開発や経営安定に向けた生
産体制の見直し等に取り組む。

　海洋環境の変化が採苗や生産等に大きな影響を及ぼすホタテガイ等の養殖業について、漁
業者等が行う環境変動に対応した試験養殖や養殖手法の転換等に対して支援する。

　老朽化した(地独)青森県産業技術センターりんご研究所庁舎について、試験研究及び人材
育成機能等を強化した「りんごイノベーションセンター（仮称）」として整備するための改
築等を支援する。

　漁村地域の活性化を図るため、漁業関係者による所得向上に向けた挑戦的な取組に対して
支援する。
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新 ○ 農業教育環境整備事業 91,728 千円 農

教

○ 公立学校情報機器整備基金積立金 892,129 千円 教

新 ○ 高等学校等教育改革促進基金積立金 60,000 千円 教

○ 県立学校校舎等建築事業 2,815,925 千円 教

五所川原農林高校　　　（寄宿舎改築等）

県立盲学校・青森聾学校（移転改築）

○ 県立学校長寿命化・重点改良事業 830,449 千円 教

黒石養護学校（移転改修）

○ 県立学校大規模改修事業 1,384,489 千円 教

特別支援学校６校

○ 県立学校施設等災害復旧事業 64,205 千円 教

青森西高校（ボイラー制御盤改修等）

新 ○ ふるさと青森を愛する人づくり推進事業 7,049 千円 教

○ 記録で紡ぐ！無形民俗文化財継承推進事業 47,718 千円 教

○ 「青森の縄文遺跡群」情報発信拠点活用事業 13,635 千円 教

（３）県単独事業

新 ○ 青森県ひとり親世帯臨時特別給付金給付事業 350,830 千円 こ

対象者：令和８年４月分の児童扶養手当受給者

給付額：こども１人当たり20,000円

新 ○ こどもの居場所緊急対策事業 20,073 千円 こ

【こどもの居場所緊急対策事業費補助】 20,000 千円

県→　こどもの居場所を運営している団体等

補助率：定額、上限：１開催日当たり10,000円（上限回数は50開催日分）

　農業高校等においてスマート農業等の教育の高度化に必要な農業用機械・設備を導入する。

　県立高等学校等における教育改革の促進に係る事業を実施するための基金を造成する。

　こどもたちのキャリア形成と郷土愛の醸成を図るため、地域の大人がふるさとの良さや青
森で働く魅力を再発見するワークショップを実施し、大人の意識改革を促すとともに、地域
の大人とこどもたちとの交流会を開催する。

　無形民俗文化財の継承手段として活用できるよう、動画による「誰でもできる記録作成マ
ニュアル」を制作・発信するとともに、県民が民俗芸能に幅広く触れるための大会を開催
し、テレビ等で情報発信する。

　物価高騰の影響を特に受ける低所得のひとり親世帯の経済的負担を軽減するための給付金
を給付する。

　物価高騰の影響を受けるこどもの居場所を運営している団体等に対し、食材、学用品、生
活必需品等の購入に必要な経費を支援する。
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○ 医療・福祉施設等物価高騰対策支援事業 1,380,049 千円 こ

健

新 ○ 広域バス路線維持特別対策事業費補助 93,000 千円 交

新 ○ タクシー事業継続特別対策事業費補助 40,962 千円 交

新 ○ プレミアム商品券発行支援事業費補助 4,638,440 千円 経

新 ○ トラック運送事業者物価高騰対策事業費補助 495,249 千円 経

県→　(公社)県トラック協会（→　トラック運送事業者）（補助率：定額）

○ 中小企業者等ＬＰガス・特別高圧電気価格高騰対策支援事業 97,827 千円 経

　エネルギー価格や食料費等の高騰により、公定価格を上回る負担が生じている医療・福祉
施設等に対し、支援金を給付する。

　地域公共交通の機能維持のため、原油価格・物価高騰等の影響を受けているバス事業者の
地域間幹線系統の運行継続に必要な経費を支援する。

県→　地域間幹線系統運行事業者（補助率：定額）

　地域公共交通の機能維持のため、原油価格・物価高騰等の影響を受けているタクシー事業
者の事業継続に必要な経費を支援する。

県→　(一社)県タクシー協会（補助率：定額）

　商工団体が実施するプレミアム付き商品券発行事業に対して支援する。

県→　商工団体（補助率：定額）

　本県の持続的な物流の確保に向けて、トラック運送事業者に対し、燃料費等の価格高騰分
を支援する。

　ＬＰガスや特別高圧電気を使用する中小企業者等の負担軽減を図るための支援金を給付す
る。

県→　商工団体（→　中小企業者等）

対象期間：①令和８年１月～２月、②令和８年３月

給付単価：①ＬＰガス38円/㎥、特別高圧電気1.6円/kWh、上限32万円（月額）

　　　　　②ＬＰガス13円/㎥、特別高圧電気0.6円/kWh、上限11万円（月額）

１施設当たり

病院、有床診療所 85,000円＋17,800円×病床数

無床診療所、歯科診療所 85,000円

薬局、助産所、施術所 42,500円

入所（有料老人ホーム等以外） 13,700円×定員

入所（有料老人ホーム等） 9,100円×定員

通所 4,800円×定員

訪問 11,000円

13,500円×定員

4,200円×定員

4,200円×定員

一般公衆浴場 255,000円公衆浴場

※１　国庫補助対象外施設を対象
　　　このほか、資機材費への支援について、介護事業所等に対するサービス継続支
　　　援事業（再掲）で計上
※２　このほか、資機材費への支援について、障がい者施設のサービス種別に応じて
　　　事業所ごとに支援

施設区分

医療施設等

福
祉
施
設
等

高齢者施設※１
障がい者施設※２

保護施設

保育施設

私立学校施設（幼稚園）
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新 ○ 持続的賃上げ環境整備促進事業 1,410,000 千円 経

【持続的賃上げ環境整備促進事業費補助】 1,355,000 千円

上限：①事業場内最低賃金について30円以上の賃上げ（上限300万円）

　　　②事業場内最低賃金について50円以上の賃上げ、

　　　　付加価値額の年平均成長率３％以上（上限1,500万円）

新 ○ スマート農業チャレンジ支援事業 2,002,000 千円 農

【スマート農業チャレンジ支援事業費補助】 2,000,000 千円

県→　農業者、農地所有適格法人、農作業受託組織等

補助率：1/2、上限：12,500千円

新 ○ 配合飼料等価格高騰緊急対策事業費補助 489,532 千円 農

県→　(一社)県畜産協会（→　配合飼料価格安定制度に加入している畜産経営体）

補助単価：配合飼料を給与している者　　　　　　   400円/t

　　　　　配合飼料と自給飼料を給与している者　1,100円/t

新 ○ 県産飼料生産緊急支援事業 50,375 千円 農

【二毛作推進支援事業費補助】 40,710 千円

県→　飼料生産組織、飼料生産作業受託組織

　種子・資材に対する支援分　　　　　（補助率：1/2、上限：7,650円/10a）　

　飼料生産調整に用いる機械導入支援分（補助率：1/2、上限：10,000千円）　

【夏枯れ対策事業費補助】 8,840 千円

県→　農協等（→　畜産農家、公共牧場管理者、飼料生産組織等）

補助率：1/2、上限：2,600円/10a

新 ○ 肥育経営緊急支援対策事業 118,658 千円 農

【和牛肥育経営緊急支援事業費補助】 72,808 千円

県→　(一社)県畜産協会（→　肉用牛肥育経営安定交付金制度に加入している畜産農家）

補助単価：60,000円/頭

県→　中小企業者（補助率：1/2）

　担い手の減少や物価高騰が続く中、持続可能で生産性の高い農業を実現するため、経営の
継続・発展に取り組む農業者等のスマート農業機械の導入を支援する。

　物価高騰等の影響により経営環境が悪化している畜産経営体の経営維持を図るため、飼料
費の価格高騰分に対して支援する。

　高止まりしている輸入粗飼料価格や気候変動等に左右されない自給飼料の増産体制の確立
に向け、飼料生産組織などが行う二毛作栽培による自給飼料の生産拡大や畜産農家等が行う
越夏性に優れた草地への転換に対して支援を行う。

　持続的な賃上げの実現に向けて県内中小企業が取り組む、生産性・収益性向上のための設
備投資を支援する。

　配合飼料等の高騰や枝肉価格の低迷により経営環境が悪化している肥育農家の経営安定化
と生産基盤の維持を図るため、経営負担が大きい子牛導入経費に対して支援を行うととも
に、県産牛肉の消費促進に向けたキャンペーンを実施する。
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○ 林業・木材産業物価高騰対応緊急支援事業 93,200 千円 農

新 【物価高騰対応高性能林業機械等導入緊急支援事業費補助】 62,000 千円

県→　森林組合等（補助率：1/3、4/10、上限：20,000千円）

【物価高騰対応製材設備等導入緊急支援事業費補助】 31,200 千円

県→　製材事業者等（補助率：1/2、上限：20,000千円）

新 ○ 水産業関連物価高騰対策支援事業費補助 78,215 千円 農

県→　漁業者、養殖業者、漁協（補助率：1/2、上限：15,000千円）

○ ＬＰガス料金負担軽減生活者緊急支援事業 860,153 千円 危

【ＬＰガス料金負担軽減生活者緊急支援事業費補助】 860,000 千円

県→　(一社)県エルピーガス協会（→　ＬＰガス販売事業者）

補助率：10/10、支援額： 1 世帯当たり2,000円

○ 国民スポーツ大会・全国障害者スポーツ大会開催基金積立金 1,500,000 千円 ス

２　除排雪関連経費

○ 道路除排雪費 972,867 千円 土

（現計　7,697,000　千円　→　補正後　8,669,867 千円）

新 ○ 除排雪市町村マッチング支援事業 158,023 千円 土

新 ○ 令和７年度豪雪災害緊急除排雪市町村支援事業 1,026,000 千円 土

【豪雪災害緊急除排雪支援事業費補助】 1,000,000 千円

県→　青森市

　市町村の要請に応じて市町村管理道路の代行除排雪を実施するほか、生活道路の除排雪の
遅れが長期化している青森市に対し、遅れている生活道路工区の除排雪を早急に完了させる
取組を支援する。

　物価高騰の影響により経営が厳しい状況にある漁業者等に対し、経営コストの削減や生産
性向上につながる施設設備等の導入を支援する。

　ＬＰガス料金の上昇による一般家庭等の経済的負担を軽減するため、ＬＰガス販売事業者
を通じて料金減額を行う。

　国民スポーツ大会及び全国障害者スポーツ大会の開催及び開催準備並びに競技力向上を図
る事業を実施するため、基金積立てを行う。

　除排雪作業の支援を希望する市町村に対し、圏域を超えた除排雪資機材等のマッチングを
行うとともに間接的な経費を県が負担する。

　林業・木材産業の生産性向上を図り、物価高騰への持続的な対応を可能とするため、経営
の継続・発展に取り組む林業事業者や製材・木材加工事業者等が行う機械・設備の導入を支
援する。
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【凡例】

部局名は以下のとおり略称表記しています。

総合政策部 → 政 観光交流推進部 → 観

こども家庭部 → こ 農林水産部 → 農

交通・地域社会部 → 交 県土整備部 → 土

環境エネルギー部 → 環 危機管理局 → 危

健康医療福祉部 → 健 国スポ・障スポ局 → ス

経済産業部 → 経 教育庁 → 教
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